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2006 年 3 月末現在
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• 2006 年 3 月現在において、 1 件の延滞が発生している。 ただし、 債務者からの返済は 2006 年
3月に第 1回目が行われただけであ り、 パフォーマンスの推移を論じるのは時期尚早である と
考える。

• 参加金融機関の一つである 「豊和銀行」 は、 2006年 4月 28日、 金融庁から自己資本の充実を
命じる早期是正措置を命ぜられた。 サービシング契約によれば、是正措置の発動によ り当該銀

行のサービサー役割を解任するこ とができる規定となっているが、実際にはサービサー契約の

解除はなされていない。本是正措置は自己資本に関するものであ り、今後のサービシング体制

への直接的な影響を与えるものでないため、 格付けへの影響はないものと考える。

• 本取引では、各受益権に対して優先劣後構造による信用補完が提供されているが、各参加金融
機関保有のジュニア劣後受益権は他の参加金融機関の譲渡貸付債権の損失をカバーする こ と

ができない仕組みとなっている。 ただし、 シニア劣後受益権は、 すべての参加金融機関の譲渡

貸付債権の損失を共通でカバーするこ とができるため、シニア劣後受益権よ り も上位の受益権

においては、 各ジュニア劣後受益権が共有化できない仕組みの影響は限定的となっている。

• 以上を勘案して、 現在の格付けは当初の格付けを維持している と言える。

取引概要

* 現在の受益権元本残高は、2006 年 4 月の交付日に予定されている元本償還を反映させた後の数値である。

貸付債権元本総額 205.1億円
発行金額 179.1億円
ストラクチャー・タイプ： キャ ッシュ型、 スタティ ッ ク型

参加金融機関 
（オリジネーター /
サービサー）：

株式会社みちのく銀行 株式会社荘内銀行 株式会社岩手銀行

株式会社東京都民銀行 株式会社大分銀行 株式会社北日本銀行

株式会社東日本銀行 株式会社神奈川銀行 株式会社富山第一銀行

株式会社びわこ銀行 株式会社徳島銀行 株式会社愛媛銀行

株式会社熊本ファ ミ リー銀行 株式会社豊和銀行 株式会社宮崎太陽銀行

函館信用金庫 朝日信用金庫 東京東信用金庫

多摩中央信用金庫 富山信用金庫 碧海信用金庫

蒲郡信用金庫 滋賀中央信用金庫 京都信用金庫

大阪東信用金庫 神戸信用金庫 尼崎信用金庫

福岡ひびき信用金庫 大分みらい信用金庫 鹿児島相互信用金庫

長野県信用組合　 　（15銀行、 15信用金庫、 1信用組合。 金融機関コード順）
セラー 中小企業金融公庫 (A2)
受託者 みずほ信託銀行株式会社

アレンジャー 大和証券 SMBC 株式会社
裏付け資産 中小企業向け貸付債権

償還方法 2006年 4月から 3ヵ月毎コン ト ロールド ・ アモチ償還
（毎年 1月、 4月、 7月、 10月）

配当の支払い 3ヵ月毎

残高
( 億円 ) 償還期日 格付け

回号 ( 当初 ) ( 現在 ) 利率 発行日 ( 予定 ) ( 法定最終 ) ( 当初 ) ( 現在 )

優先受益権 176.0 161.3 0.53% 2005/12/22 2009/01/15 2010/01/15 Aaa Aaa

メザニン受益権 3.1 2.84 0.65% 2005/12/22 2009/01/15 2010/01/15 A1 A1

2006 年 5 月
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資産プールのパフォーマンス

債権残高 [期末 ]
( 百万円 )

デフォルト金額
( 百万円 ) 残高率 劣後比率

累積
デフォルト率 延滞率

デフォルト
件数 債務者数

当初 20,509 0 100.0% 12.7% - - - 832

2006/03 18,803 0 91.7% 13.4% 0.00% 0.16% 0 832

元本残高率： 債権元本残高 ［期末］ /当初債権元本残高
劣後比率： （ジュニア劣後受益権の期末残高合計額＋シニア劣後受益権の期末残高） /債権元本残高 ［期末］ × 100
累積デフォルト率： 累積デフォルト金額 /当初債権元本残高× 100
延滞率： 延滞債権元本残高 （長期延滞債権を含む） の合計金額 /債権元本残高 ［期末］ × 100
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